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大崎市ふるさと納税推進事業 公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

ふるさと納税により大崎市（以下，「市」という。）に寄附をしていただいた方に対して地場

産品や宿泊ツアー等（以下「返礼品」という。）を提供し，市の宝を知る・体験する機会を増や

すことで広く市のＰＲを行い，交流人口の拡大を図るとともに，魅力的な返礼品の提供のため

の提案，調整及び調達等を行い，寄附件数の増大を図ることで地域の活性化に寄与することを

目指すものである。

この業務の受託者の選定に当たっては，多くの事業者の中から価格のみではなく，業務実績，

技術力，企画力等を総合的に判断して最適な受託者を決定するため，公募型プロポーザル方式

を採用するものである。

２ 業務の概要

（１）名称

大崎市ふるさと納税推進事業

（２）内容

大崎市ふるさと納税推進事業仕様書のとおり。

（３）履行期間

契約締結日から令和１０年３月３１日まで

※ただし，本業務における寄附受付対象期間は，令和８年４月１日から令和１０年３月

３１日までとする。契約締結日から令和８年３月３１日までは，業務開始に向けた準備

期間とし，これに係る委託料は発生しないものとする。

（４）提案上限額

提案上限額については，４４６，５１６千円（税込）を上限とする。

※上記の寄附件数及び寄附額については，本プロポーザル及び契約時の積算根拠として使

用する。なお，実際の委託料については，寄附件数及び寄附額の実績に応じて増減する

ことに留意すること。

３ 参加資格

本プロポーザルに参加できる者は，次の要件を全て満たしている者とする。

なお，資格要件確認のため，関係機関に照会する場合がある。

（１）大崎市競争入札参加登録業者等指名停止要領（平成１８年３月３１日告示第２３号）及び

大崎市入札契約暴力団排除措置規則（平成２５年６月１日規則第３９号）の規定による入札

参加資格制限等の措置を受けていない者であること。

（２）令和５年度以降，自治体における同様の業務の受託実績を有していること。

年度
委託料（税込）

※返礼品代含まない
目標寄附件数 目標寄附額

令和８年度 １９１，３６４千円 ８５，５００件 １，５００，０００千円

令和９年度 ２５５，１５２千円 １１４，０００件 ２，０００，０００千円
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（３）宮城県内に本店，支店または営業所を有し，市の求めに応じて速やかに大崎市内の指定す

る場所に来訪することが可能な者であること。

（４）参加表明書提出期限の日以降において，会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づ

く更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）

または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなさ

れている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）ではないこと。

４ 実施スケジュール

５ 一次審査（参加資格の確認）

本プロポーザルに参加しようとする者は，次の方法により書類を作成し，提出すること。

（１）募集方法

市公式ウェブサイトで公募する。

（２）参加表明に係る質問の受付

ア 提出書類

質問・回答書（様式第４号）

イ 受付期間

令和７年６月６日（金）から令和７年６月１６日（月）まで

ウ 提出方法

政策課地方創生担当（seisaku@city.osaki.miyagi.jp）宛て電子メール

№ 日 程 内 容

１ 令和７年 ６月 ６日（金） 公募開始

２
令和７年 ６月 ６日（金）から

令和７年 ６月１６日（月）まで

一次

審査

質問書提出期限（参加表明書関係）

３
令和７年 ６月１９日（木）から

令和７年 ６月２６日（木）まで
参加表明書提出期限

４ 令和７年 ７月 １日（火） 参加資格確認結果の通知発送日

５
令和７年 ７月 ４日（金）から

令和７年 ７月１５日（火）まで

二次

審査

質問書提出期限（企画提案関係）

６
令和７年 ７月１８日（金）から

令和７年 ７月３１日（木）まで
企画提案書類の提出期限

７
令和７年 ９月 ３日（水）

（予備日 ９月 ４日（木））
審査（プレゼンテーション）

８ 令和７年 ９月上旬 審査結果の通知

９ 令和８年 １月頃 契約の締結
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※Wordデータで送付すること。

エ 回答方法

市公式ウェブサイトに随時公開する。

（３）申込方法等

ア 提出書類

（ア）公募型プロポーザル参加表明書（様式第１号）

（イ）次のいずれかの書類

① 令和７・８年度の大崎市管理業務等に係る競争入札参加業者登録書の写し

② 「入札参加資格審査申請における必要書類一覧(市公式ウェブサイト「入札参加資

格関係」を参照)」に掲げる書類（令和７・８年度の大崎市管理業務等に係る競争入

札参加業者登録簿に登録されていない場合のみ。ただし，当該必要書類一覧中「直

前３年間の業務実績表」については，下記の（エ）事業実績書（様式第３号）に替

えるものとする。）

（ウ）会社概要書（様式第２号）

（エ）事業実績書（様式第３号）

（オ）参加資格確認結果の通知に係る返信用封筒（１１０円切手貼付）

イ 申込期間

令和７年６月１９日（木）から令和７年６月２６日（木）まで

ウ 提出方法

持参または郵送とする。

持参の場合は，土曜日，日曜日及び祝日を除き，平日午前９時から午後５時までを受付

時間とする。郵送の場合は，配達証明付書留郵便とし，提出期間内に必着とする。

なお，配達証明付書留郵便以外での郵送は受け付けないものとする。

エ 提出場所

〒989-6188 宮城県大崎市古川七日町１番１号

大崎市市民協働推進部政策課地方創生担当（大崎市役所本庁舎３階）

オ 提出部数

１部

（４）参加資格確認結果の通知

ア 通知期日

令和７年７月１日（火）に発送する。

イ 審査方法

「３ 参加資格」に沿って資格要件を確認する。

ウ 通知方法

（ア）郵送により通知する。

（イ）参加資格を満たしていることを確認した応募事業者については，参加資格確認通知，

企画提案書の提出要請書を送付する。

（ウ）参加資格が認められなかった応募事業者に対しては，参加資格が認められなかったこ

と及びその理由を書面で通知する。通知を受けた応募事業者は，その理由について書面
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で説明を求めることができるものとする。

６ 二次審査（企画提案）

（１）企画提案に係る質問の受付

ア 提出書類

質問・回答書（様式第４号）

イ 受付期間

令和７年７月４日（金）から令和７年７月１５日（火）まで

ウ 提出方法

政策課地方創生担当（seisaku@city.osaki.miyagi.jp）宛て電子メール

※Wordデータで送付すること。

エ 回答方法

市公式ウェブサイトで随時公開する。

（２）企画提案書等の受付

ア 提出書類

（ア）企画提案書（Ａ４版横）

企画提案書の作成に当たっては，大崎市ふるさと納税推進事業仕様書及び別表「公募型

プロポーザル評価方法（大崎市ふるさと納税推進事業）」に基づき，以下の点に十分に留

意して作成すること。

① 様式はPowerPoint 等で作成し，文字サイズ１１ポイント以上で作成すること。

なお，提案書のページ数は，表紙・目次含まずに３０ページを目安に作成し，ペー

ジ番号を割り振ること。

② 資料の構成は，「公募型プロポーザル評価方法（大崎市ふるさと納税推進事業）」の

評価項目の順に作成すること。

（イ）見積書（様式第５号）及び積算内訳書（Ａ４版任意様式）

（ウ）審査結果の通知に係る返信用封筒（１１０円切手貼付）

イ 提出期間

令和７年７月１８日（金）から令和７年７月３１日（木）まで

ウ 提出方法

持参または郵送とする。

持参の場合は，土曜日，日曜日及び祝日を除き，平日午前９時から午後５時までを受付

時間とする。郵送の場合は，配達証明付書留郵便とし，提出期間内に必着とする。

なお，配達証明付書留郵便以外での郵送は受け付けないものとする。

エ 提出場所

〒989-6188 宮城県大崎市古川七日町１番１号

大崎市市民協働推進部政策課地方創生担当（大崎市役所本庁舎３階）

オ 提出部数

正本１部，副本１０部，CD-RまたはDVD-R(PowerPoint等形式)を１枚とする。

副本は，応募事業者名（企業名，応募事業者が特定される名称等を含む。）を空欄また
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は黒色で塗りつぶしすること。なお，提出後の差替えは原則認めない。

（３）審査の実施

別紙「大崎市ふるさと納税推進事業 公募型プロポーザル審査要領」のとおり。

（４）その他の留意事項

ア 本プロポーザルに係る書類の作成費用は，応募事業者の負担とする。

イ 提出された書類は，本プロポーザルに係る業務に使用する場合に限り，必要に応じて複

写する場合がある。

ウ 書類の提出期限後において，書類の追加及び修正等は認めないものとする。ただし，審

査に必要と認められる場合は，資料の追加提出を求めることがある。

エ 提出された書類は，審査の結果に関わらず一切返却しない。

オ 提出された書類は，他事業者に提供しない。

カ 提出された書類については，提案者の承諾なしに他に利用することはない。

７ 優先交渉権者との協議

審査の結果，優先交渉権者となった者は，受託候補者として市と仕様及び価格等の細目につ

いて協議を行うものとする。この場合，市は必要に応じて優先交渉権者の提案に対し，提案内

容の趣旨を変更しない範囲において修正を求めることができるものとする。ただし，優先交渉

権者との間で協議が整わない場合は，次点者と協議を行うものとする。

８ 契約の締結

市と優先交渉権者との協議が整った場合は，大崎市契約規則（平成１８年規則第６８号）に

基づき随意契約を締結する。

９ 失格事項

次のいずれかに該当する場合は，失格若しくは無効とする。

（１）審査委員に直接または間接を問わず接触を求めた場合

（２）審査の公平性の確保に影響を及ぼす行為があったと認められる場合

（３）参加資格の要件を満たさなくなった場合

（４）提出書類に虚偽の記載をし，その他不正の行為をした場合

（５）応募事業者が２つ以上の提案書を提出した場合

（６）応募事業者が他の応募事業者の代理をした場合

（７）二次審査の指定した時間に遅れた場合，または出席しなかった場合

（８）事業費の上限金額を超えた見積書を提出した場合

（９）その他，審査委員会が社会通念に照らし失格に当たる事由があると認める場合

１０ その他

（１）本事業では，言語は日本語，通貨は日本円，単位は日本の標準時及び計量法を使用する。

（２）参加表明書がその提出期限までに到達しなかった場合及び企画提案書等の提案者として選
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定された旨の通知を受けなかった場合は，企画提案書等を提出することはできないものとす

る。

（３）応募に要するすべての費用は，応募事業者の負担とする。

（４）市は,応募事業者から提出された企画提案書等について，提案資格の確認，企画提案書等

の特定及びその結果の公表以外の目的に使用しない。ただし，大崎市情報公開条例(平成

１９年条例第３号)に基づく公開請求があった場合は，原則公開する。

（５）提出書類に虚偽の記載をし，その他不正な行為をした場合は，その者に対して指名停止そ

の他の措置を講じることがある。

（６）提案に含まれる特許権，実用新案権，意匠権及び商標権等の法令によって保護される第三

者の権利の対象になっている物品，施工方法等を使用した結果生じた責任は，原則としてそ

の提案を行った応募事業者が負うものとする。

（７）その他定めのない事項については，市が定める手続きに従うものとする。


